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参考資料 10  平成 16 年度 全学ＦＤ実施一覧 

名 称 テーマ（内容等） 開催年月日 参加者数

全学ＦＤ 初年次教育の課題－大学学習法の実践を通して 2004.9.17 45 

全学ＦＤ 
教員自身の生涯学習機会としてのＦＤ－新潟大学Ｆ

Ｄの新構築に向けて 
2004.10.18 80 

全学ＦＤ 
「我が国の高等教育の将来像」と国立大学法人新潟

大学 
2005.3.8 188 

ワークショ

ップ研究会 
ワークショップ形式授業の研究（公開授業） 

2004.10.26 

2004.11.9 

2004.11.30 

18 

ワークショ

ップ研究会 

コーチング（コミュニケーションスキルの基礎）を

学ぶ 

2004.12.24 

2004.12.25 
16 

 

 

参考資料 11  平成 16 年度 全学ＳＤ実施一覧 

名称 テーマ（内容等） 対象者 開催年月日 
参加者
数 

心の健康 
セミナー 

アダルトチルドレンの病理 
教 職 員
学   生

2004.5.21 8 

心の健康 
セミナー 

メンタルヘルスとセルフケアⅡ 
教 職 員
学   生

2004.6.18 8 

心の健康 
セミナー 

睡眠障害の話 
教 職 員
学   生

2004.10.14 8 

心の健康 
セミナー 

摂食障害について 
教 職 員
学   生

2004.11.10 10 

健  康 
セミナー 

うつ病と性格 
血圧の話 

教 職 員
学   生
一般市民

2004.11.17 95 

ＳＤ企画 大学生のメンタルヘルスへの対応 職   員 2004.7.8 57 

ＳＤ企画 大学生のメンタルヘルスへの対応 職   員 2004.10.20 43 

ＳＤ企画 「うつ病」に関しての基礎知識と対処法 職   員 2004.9.17 53 

ＳＤ企画 「うつ病」に関しての基礎知識と対処法 職   員 2004.10.29 54 

ＳＤ企画 「うつ病」に関しての基礎知識と対処法 職   員 2004.11.2 53 

健康教室 怖いイッキ飲み 
職   員
学   生

2004.4.8 18 

健康教室 夏の大会に向けての応急手当て 
職   員
学   生

2004.8.5 13 

健康教室 心肺蘇生法 
職   員
学   生

2004.12.3 10 

「個人情報
保護法」施
行に関する
説明会 

「個人情報保護法と教育機関における
情報管理体制」をテーマに，民間の情報シ
ステム管理会社の専門家を講師に招いて，
本学職員に対して「個人情報保護法」に対
する意識啓発を行った。 

教 職 員 2005．3．17 86 
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放送大学授
業利用によ
る職員研修 

事務系職員に対し，放送大学の科目履修
生制度を活用し，今日の社会環境の様々な
変化に適切に対応できるよう職務上の知
識や専門的な技術を習得させ，もって本学
職員としての職務遂行に必要な行政的視
野及び社会的識見の涵養を図る。 

事務系職
員 

2004.4～9 34 

放送大学授
業利用によ
る職員研修 

事務系職員に対し，放送大学の科目履修
生制度を活用し，今日の社会環境の様々な
変化に適切に対応できるよう職務上の知
識や専門的な技術を習得させ，もって本学
職員としての職務遂行に必要な行政的視
野及び社会的識見の涵養を図る。 

事務系職
員 

2004.10～3 35 

教室系技術
職員専門研
修 

職務遂行に必要な知識・技術等を習得さ
せ，職務遂行における創意工夫・技術開発
の発表あるいは意見交換を行い，資質の向
上を図る。 

教室系技
術職員 

2004.8.24
～26 

35 

スキルアッ
プセミナー
（係長級） 

「問題解決スキルアップ『職場の問題解
決』」「プレゼンテーション・スキルアッ
プ『効果的なプレゼンテーション』」 
職場におけるリーダーとして，職務遂行
に必要な能力を身につけさせ，管理運営の
重要な担い手としての職員の資質の向上
を図る。 

事務系職
員（係長
級） 

2004.11.18 16 

スキルアッ
プセミナー
（補佐級） 

「コーチング『部下の可能性を引き出す指
導法～コミュニケーションの見直しから
今後の目標設定へ～』」 
 職場におけるリーダーとして，職務遂行
に必要な能力を身につけさせ，管理運営の
重要な担い手としての職員の資質の向上
を図る。 

事務系職
員（補佐
級） 

2004.11.19 16 

新潟大学厚
生補導特別
研究協議会 

①大学と学生並びに学資負担者との連絡
体制 
②長期休学者に対する対応 

学生指導
担当教員
学務担当
職員 

2004.7.8 41 

新潟大学厚
生補導特別
研究協議会 

①大学と学生並びに学資負担者との連絡
体制 
②長期休学者に対する対応 

学生指導
担当教員
学務担当
職員 

2004.10.20 39 

新潟大学及
び東海大学
就職情報・
就職相談研
修会 

 就職に関しての専門的な知識を有する
講師を招聘し，講演並びに助言を頂くとと
もに，研究協議を通じて教職員の就職支援
に対する資質の一層の向上を図ることを
目的とする。 
本学の「就職部」に所属する教員及び各
部局の就職支援に携わる職員並びに本学
と就職提携を結んでいる東海大学の職員
が一同に会した研修会を合宿形式で実施
することにより，就職支援の経験豊かな東
海大学の情報を得ることができるととも
に，相互に就職支援に対する意識の共有が
可能となり，今後本学の学生に対する就職
指導を円滑に進められるよう期待できる。

就職担当
教員 
就職担当
職員 

2004.8.30
～31 

26 

※参加者数は，教職員の参加者数を記載している。 
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参考資料 12  インセンティブ経費配分評価基準 

 

(1) 学部志願倍率

(2) 学部卒業生就職
　率

(3) 学位取得率
　（標準修業年限内
　での学位取得率）

評価
項目

評　価　基　準

教
　
　
育

評価指標

　以下の三つの評価指標を設定し，それぞれについて5,000千円を配分する。

　就職率を学部教育の達成度に対する評価指標のひとつとし，就職部が取りまとめ
る平成15年度就職状況調査の「その他」の割合が10％以下であり，かつ就職率が
85％以上であることを基準とする。
　基準を満たした学部に対して，以下の計算式により配分する。

　配分額＝5,000千円÷該当学部数

　標準修業年限内での学位取得率を大学院教育の達成度に対する評価指標のひとつ
とし，平成15年度における大学院研究科の修士課程（博士前期課程）と博士課程
（博士後期課程）の学位取得率について，前者は80％以上，後者は70％以上である
ことを基準とする。
　基準を満たした大学院研究科に対して，以下の計算式により配分する。
　
　配分額＝5,000千円÷該当研究科数

配分金額：15,000千円

平成１６年度インセンティブ経費配分評価基準

　学部志願倍率を学部教育に対する評価指標のひとつとし，平成16年度学部志願倍
率が，平成15年度学校基本調査における全国国立大学の当該学部志願倍率の平均値
を超えていることを基準とする。
　基準を満たした学部に対して，以下の計算式により配分する。

　配分額＝5,000千円÷該当学部数

　なお，志願倍率の全国平均の算出にあたって，学校基本調査の以下の国立大学学
部を比較対象とする。
　・人文学部：昼間部の文学部，人文学部の合算値
　・教育人間科学部：昼間部の教員養成学部
　・法学部，経済学部：当該学部の昼間部と夜間部の合算値（経営学部，商学部は
　　加えない。）
　・理学部：昼間部の理学部
　・工学部：昼間部の工学部（基礎工学部等他の類似名称学部は加えない。）
　・農学部：昼間部の農学部（園芸学部等他の類似名称学部は加えない。）
　・医学部：昼間部の医学部全体（医学科，保健学科の合算値を使用する。）
　・歯学部：昼間部の歯学部（次年度以降は，歯学科，口腔生命福祉学科の合算値
　　を使用する。）

人文科学・教育科学系 自然科学系 医歯学系

１．インセンティブ経費の配分にあたり，その趣旨に鑑み，本学の中期目標・中期計画の実現に資する評価項目
　と評価指標を設定する。
２．評価項目は，教育業務，研究業務，管理運営業務とし，項目毎に評価指標を設定し，評価基準を決定する。
　なお，多岐にわたる社会貢献活動の評価指標については，今後の検討課題とする。
３．評価指標として用いるデータは，学系・学部等各組織の努力結果を直ちに反映させるため，入手可能な直近
　の単年度データとする。
４．教育業務，研究業務，管理運営業務の３項目間の配分比率は，３：６：１とする。従って，平成16年度につ
　いては，教育業務に15,000千円，研究業務に30,000千円，管理運営業務に5,000千円がそれぞれ配分される。
　この配分比率についても，次年度以降の検討課題とする。
５．学長直属組織及び超域研究機構は，それぞれの性格や位置づけを勘案し，評価対象組織から除く。
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申請率 点数 点数
70％以上 2 2
50％以上 1 1
無 0 0

採択率 点数 点数
0.37％以上 4 4
0.21％以上 3 3
0.12％以上 2 2
0.12％未満 1 1
無 0 0

(6) 科学研究費の採
　択金額

(7) 科学研究費採択
　金額における間接
　経費採択金額

(8) 受託研究費，共
　同研究費，奨学寄
　附金の受入金額

(9) 教員の個人業績
　調査入力率

(10)教員の任期制
　（在職者割合）

(11)教員の任期制
　（制度）
　（５点満点）

120％以上
100％以上

研
　
　
究

　科学研究費への申請率向上を図るため，平成15年度科学研究補助金の申請件数に
ついて，上記の基準により各組織に対して得点を与え，以下の計算式により配分す
る。

　配分額＝5,000千円×(点数×組織の申請件数)÷(点数×組織の申請件数の合計)

無

　以下の五つの評価指標を設定し，(4)～(7)については各5,000千円を，(8)については10,000千円を配分
する。

(4) 専任教員数に対
　する科学研究費申
　請件数の割合
　（２点満点）

申請率

　各組織における教員の任期制の制度内容を，教育研究の活性化に資する組織の管
理運営の評価指標とし，平成16年４月１日現在，教授以下のすべての職種が任期制
の場合５点，教授以下の一部が任期制の場合３点，助教授の一部が任期制の場合１
点，助手の一部が任期制の場合１点を配点し，以下の計算式により配分する。

　配分額＝1,000千円×該当組織の点数÷該当組織点数合計

　組織別の教員の個人業績調査入力率を，管理運営に対する協力体制の評価指標と
し，平成15年度に実施した平成14年度分の調査において，各組織の入力率が，90％
以上であることを基準とし，以下の計算式により配分する。

　配分額：2,000千円×該当組織の入力者数÷該当組織の入力者数合計

管
理
運
営

配分金額：5,000千円

　以下の三つの評価指標を設定し，(9)～(10)については各2,000千円を，(11)については1,000千円を配分
する。

(5) 専任教員数に対
　する科学研究費採
　択件数の割合
　（４点満点）

　科学研究費の採択件数の向上を図るため，平成15年度科学研究補助金の採択件数
について，上記の基準により各組織に対して得点を与え，以下の計算式により配分
する。

　配分額＝5,000千円×(点数×組織の採択件数)÷(点数×組織の採択件数の合計)

　なお，上記の基準策定にあたっては，私立大学経常補助金（私立大学教育研究高
度化推進特別補助）配分基準を準用した。

0.35％以上

　各組織における任期制教員の在職者割合を，教育研究の活性化に資する組織の管
理運営の評価指標とし，平成16年４月１日現在，各組織における任期制職員の在職
者割合が，50％以上であることを基準とし，以下の計算式により配分する。

　配分額＝2,000千円÷該当組織数

無

　科学研究費採択金額の増加により研究活動の活性化を図るため，平成15年度科学
研究費の採択金額について，各組織の全学に占める割合を算出し，以下の計算式に
より比例配分する。

　配分額＝5,000千円×組織の採択金額÷全学の採択金額

0.35％未満

0.90％以上
0.55％件以上

　法人化後における外部資金獲得の重要性から，平成15年度各組織受入金額の全学
における受入金額の割合を算出し，以下の計算式により比例配分する。

　配分額＝10,000千円×組織の受入金額÷全学の受入金額

　なお，産官学連携の推進に資するため，今後，共同研究費については独立項目と
することを検討する。

　法人化後の大学運営にとって，間接経費の増加を図ることが重要であることか
ら，平成15年度科学研究費の間接経費採択金額に対して，各組織間接経費採択金額
の全学における間接経費採択金額の割合を算出し，以下の計算式により比例配分す
る。

　配分額＝5,000千円×組織の間接経費採択金額÷全学の間接経費採択金額

採択率

配分金額：30,000千円
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参考資料 13  工学力教育センター 

平成 15年度文部科学省事業「特色ある大学教育支援プログラム」において，新潟大学
工学部，長崎大学工学部，富山大学工学部が共同で提案した「ものづくりを支える工学

力教育の拠点形成～創造性豊かな技術者を志す学生の連携による教育プログラム～」の

取組が採択された。 
新潟・長崎・富山の３大学工学部は，全国の国立大学に先駆けて専門高校卒業生の受

入れ，入学後の教育について 10 年におよぶ補習授業と共同研究を進めてきた。（日本工

学教育協会賞受賞）。その経験から，工学教育全体が「ものづくり」にもう一度立ち戻る

ことの必要性を強く認識した。本取組は， 3 大学工学部のさまざまな経歴を持った学生
の連携と教員のネットワークによって工学力に向かう教育プログラムを計画実践するも

のである。「工学力」とはものづくりを支える総合的な力であり，工学全領域に共有され

るものづくりの知識プラットフォームとして「学ぶ力」と「つくる力」で構成される。 
その「工学力」の獲得をめざして，本教育プログラムは１）e-Ｌearning やデジタル教

材の開発によるリメディアル教育，２）学生によるものづくり・アイディア展，３）産

業界・地域との共同研究・技術連携に基づく実践教育，４）工学力教育センターによる

工学力教育プログラムの開発という４つにより構成されており，工学力教育センターは

本教育プログラム実施の核となるものである。 
 

図 13 
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参考資料 14  キャリアセンター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

キャリアセンター長

キャリアセンター専任教員 就 職 課 センター協力教員 

教 

育 

情 
 

報 

調
査
・
研
究 

相 

談 

１全学の学生に対するキャリア形成
カリキュラムの企画 
２キャリア授業科目の調整・実施 
３学生向けワークショップを取り入
れたセミナーの企画・実施 
４起業支援のための授業科目及び講
座の企画・実施 

１学生のキャリア形成に関するカウ
ンセリングの実施 
２就職支援担当教職員が行うキャリ
アカウンセリングに関する指導・助
言 
３学生の進路相談プログラムの開発 
 

１キャリア形成のためのプログラムの開発研究 
２学生のキャリア形成に関する調査研究 
３学生の就職活動についての意識調査の企画 
４就職指導担当教員のＦＤの企画・実施 

１キャリアセンター実施の調査結果・研究成果の公表 
２進路（進学・起業）情報の収集・提供 

１各種セミナー，ガイダンスの実施 
２キャリアインターンシップの実施 

2-1 求人情報の提供 
2-2公務員・教員採用試験の情報提供 
2-3ＯＢ，ＯＧ情報の収集・提供 
2-4企業訪問・企業開拓情報の取りま
とめ，提供 

2-5メールによる就職情報の配信 
３就職部だより等各種刊行物の発行 
４就職部ＨＰの更新 
 

１就職（内定）状況の調査 
２就職に関する状況の調査 
３就職関連業務調査 

１就職・進学等キャリア形成に
関する相談 
２個別相談の実施 

就職相談員
（非常勤）

１個別相談の
実施 

学務部長

１企業開拓・企業訪問による情
報の収集 

外
部
と
の
連
携 

１全学同窓会との連携 
２東海大学との協定 
 

１各学部における就職相談 

１専門科目におけるキャリア形
成授業科目の企画・実施 

５就職支援活動に対する満足度調査（学生・企業）の企画 
６求人企業動向の調査・分析 

５教職員向け研修会の実施 

2-1進路の概況の収集・提供 
３キャリア形成支援ネットワークの
構築及び情報の収集 

キャリアセンター 
・就職，起業及び進学等進路全体を捉えた支援方策の策定・実施に関すること 
・低学年次からの進路形成のための方策の策定・実施に関すること 
・キャリア形成のための方策の策定・実施に関すること 
・就職に係る調査及び分析に関すること 
・就職支援事業の企画・実施及び就職情報提供に関すること 

３他大学の就職・キャリア支援部門との交流 

キャリアセンター 
運営委員会 

 
キャリアセンター運営に関
する審議を行う 

教育・学生支援センター群長 
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参考資料 15  超域研究機構 

  超域研究機構は，先端研究分野における横断型の研究体制を構築することにより，新

しい分野を開拓し，現代的課題に関する社会的要請に応え，もって本学の研究教育体制

の高度化を図ることを目的として平成 15 年度に設置した。 

  この機構には，①新しい分野の

開拓とそれを担う研究者の要請を

目的とする「創生科学研究部門」，

②社会的にニーズに対応した研究

（産学連携等）を目指す「社会貢

献研究部門」，さらに本学における

研究分野の企画戦略組織として

「企画戦略室」が設置されている。 

  部門所属研究プロジェクトは，

学内公募により学外者を含めた審

査委員会の審査により15件のプロ

ジェクトが選定され，さらに 21 世

紀ＣＯＥプログラムに選定された

「脳神経病理学研究教育拠点形

成」を加えて，研究に邁進してい

る。 

  これらのプロジェクトを支援す

るために，平成 16 年度に専任教員

２名及び特別研究員３名を配置し，

研究の活性化を支援している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学 長
超域研究機構評価委員会
学外の有識者を加えて構成
研究評価及び運営評価の実施

運営委員会
教育研究院学系長らで構成
研究者・研究課題などの公募
研究体制などの整備

プロジェクト
を公募

機 構 長
（研究担当副学長）

創生科学研究部門
新分野の開拓とこれを担う
研究者の養成

社会貢献研究部門
社会的ニーズに対応した
研究の展開

基礎領域から応用領域にわたる
広い学問分野に対応

指示・検討・報告

若手研究者らによる
新しい知的核の形成

事務部

企画戦略室
国内外の研究動向のリサーチ
など多方面にわたる調査分析

学 長
超域研究機構評価委員会
学外の有識者を加えて構成
研究評価及び運営評価の実施

運営委員会
教育研究院学系長らで構成
研究者・研究課題などの公募
研究体制などの整備

プロジェクト
を公募

機 構 長
（研究担当副学長）

創生科学研究部門
新分野の開拓とこれを担う
研究者の養成

社会貢献研究部門
社会的ニーズに対応した
研究の展開

基礎領域から応用領域にわたる
広い学問分野に対応

指示・検討・報告

若手研究者らによる
新しい知的核の形成

事務部

企画戦略室
国内外の研究動向のリサーチ
など多方面にわたる調査分析

図 15-1 
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Core Station
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図 15-2 
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 超域研究機構のプロジェクト概要 

○創生科学研究部門（第Ⅰ期） 

            プロジェクト名称   リーダー      研究者構成 

大域的文化システムの再構成に関する資料学的研究  関尾 史郎 人文学部・法学部 

メダカをモデルにした脊椎動物の性決定機構に関する

総合研究 

 酒泉  満 理学部・（ポスドク・大学院

学生）  

日本地球掘削科学コンソーシアムの拠点形成：海洋底地

球科学分野の発展と新領域（地下生物圏）の創成 

 宮下 純夫 理学部・教育人間科学部・農

学部・自然科学研究科・（ポ

スドク） 

超高分子設計による超酵素機能の人工構築と超機能開

拓－キラルらせん高分子の分子認識機能と電子・磁気機

能のナノフュージョンによる超機能の創成－ 

 青木 俊樹 工学部・教育人間科学部・（

大学院学生・学外研究者） 

ナノエレクトロニクス・デバイス国際研究  金子 双男 工学部・（学外研究者） 

生体機能と機能関連情報の可視化プロジェクト  宮川 道夫 工学部・（大学院学生・学外

研究者） 

防御反応誘導系のシグナル伝達機構の多元的解明と高

度耐病性植物の創出 

 古市 尚高 農学部・理学部・（大学院学

生・学外研究者） 

発生における細胞機能のダイナミクスとエピジェネテ

ィクス 

 伊藤紀美子 自然科学研究科・理学部・農

学部・（ポスドク・大学院学

生 

リアルとバーチャルな運動における感覚刺激が生体に

与える影響に関する研究 

 木竜  徹 自然科学研究科・医歯学総合

研究科・脳研究所・（学外研

究者） 

ヒトおよびモデル生物からの「ありふれた病気」への戦

略的アプローチ 

 木南  凌 医歯学総合研究科・脳研究所

・（大学院学生） 

先天性骨格疾患における分子病理学的解明と組織機能

再建 

 網塚 憲生 医歯学総合研究科・（医員・

大学院学生・学外研究者） 

幹細胞による再生医療の新規技術の開発  里方 一郎 医歯学総合研究科・（大学院

学生） 

水分子の脳科学  中田  力 脳研究所・医歯学総合研究科

・（ポスドク・学外研究者）

21世紀COEプログラム 

 脳神経病理学研究教育拠点形成 

 高橋  均 脳研究所・医歯学総合研究科

・専任教員（助手） 

 

○社会貢献研究部門（第Ⅰ期） 

            プロジェクト名称   リーダー        研究者構成 

地場産業技術融合型先端医療産業クラスター構築  原  利昭 工学部・自然科学研究科・医

歯学総合研究科・専任教員（

教授）・（学外研究者） 

スギ花粉飛散抑制に関する基礎的・応用的研究  平  英彰 自然科学研究科・（大学院学

生・学外研究者） 
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参考資料 16  新潟県大学連合知的財産本部 

    新潟県大学連合知的財産本部組織図（Web サイトから抜粋） 
      （URL:http://www.u-patent-niigata.com/soshiki.html） 

 

 

平成 16 年度新潟県大学連合知的財産本部の事業実施状況（新潟大学関係） 

種　別 事業名等 内　容　等 日　時 場所

セミナー
新潟大学知的財産セミ
ナー

特許検索システムの活用方法
　①　特許電子図書館（IPDL）の概要
　②　IPDLを利用した特許検索手法

8月25日 工学部

セミナー
新潟大学知的財産セミ
ナー

特許出願明細書作成方法
　①　特許出願明細書の作成要領
　②　特許明細書作成支援ツールの使い方

8月31日
ベンチャービジ
ネスラボラト
リー

セミナー
新潟大学知的財産セミ
ナー

特許出願明細書作成方法
　①　特許出願明細書の作成要領
　②　特許明細書作成支援ツールの使い方

8月31日 医学部

セミナー
新潟大学知的財産セミ
ナー

特許検索システムの活用方法
　①　特許電子図書館（IPDL）の概要
　②　IPDLを利用した特許検索手法

9月9日
附属図書館旭
町分館

セミナー
新潟大学知的財産セミ
ナー

紹介「地域共同研究センターにおける産学連携活動
と知的財産」
講演　「中小企業のための知的財産講座－知的財産
（特許）に関わるトラブル事例と対策―」

11月12日
新潟産業振興
センター

セミナー
新潟大学知的財産セミ
ナー

特許出願明細書作成方法
　①　特許出願明細書の作成要領
　②　特許明細書作成支援ツールの使い方

12月24日 工学部

セミナー
新潟大学知的財産セミ
ナー

特許出願明細書作成方法
　①　特許出願明細書の作成要領
　②　特許明細書作成支援ツールの使い方

1月28日
大学院自然科
学研究科

セミナー
ITベンチャー知的財産
戦略セミナー

ITベンチャー企業の方等を対象に知的財産戦略につ
いて講義

6.10～9.9 NICOプラザ

出展
イノベーション・ジャパン
2004

新潟県大学連合知的財産本部ブース出展 9.28～30
東京国際
フォーラム

出展 新潟ビジネスメッセ
中性子・Ｘ線散乱のコンピュータシミュレーションのデ
モンストレーション外４点出展

11.11～12
新潟市産業振
興センター

出展
産学官連携ビジネス
ショウ

振動の影響を受けないレーザ干渉計装置外２点出展 11.17～19
名古屋市中小
企業振興会館

研究シーズ
の紹介

新潟大学研究シーズプ
レゼンテーション

バリアフリーな電動歩行いすの開発外27セッション 9月13日 工学部
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参考資料 17  国立大学法人新潟大学における基本的運営体制図 
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参考資料 18  学系と学部の運営体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育研究院
（教員の所属組織）

自然科学系

学系教授会議

主として予算，人事，研究に関することに
ついて審議

①学系の予算及び決算
②学系教員の人事
③学系に「おける研究
③学部及び研究科からの教育の要請
④その他

系 列

系列長

教員会議（ ５系列）

学系長

副学系長 副学系長

理学部

学部・研究科
（教育組織）

理学部長

副学部長 副学部長

副学部長 副学部長

学部教授会
主として教育に関することについて
審議

①教育課程の編成及び実施
②学生の入学，卒業，在籍
③学位の授与
④学生の修学支援
⑤学生の賞罰
⑥その他

工学部

学部教授会

工学部長

副学部長副学部長副学部長

副学部長副学部長

農学部

学部教授会

農学部長

副学部長副学部長副学部長

副学部長副学部長 副学部長

教育予算
を配分

教員の配置等
教育に関する
要請

教育予算
を配分

教員の配置等
教育に関する
要請

教員の配置等
教育に関する
要請

教育予算
を配分

（予算管理者）

教育研究院
（教員の所属組織）

自然科学系

学系教授会議

主として予算，人事，研究に関することに
ついて審議

①学系の予算及び決算
②学系教員の人事
③学系に「おける研究
③学部及び研究科からの教育の要請
④その他

学系教授会議

主として予算，人事，研究に関することに
ついて審議

①学系の予算及び決算
②学系教員の人事
③学系に「おける研究
③学部及び研究科からの教育の要請
④その他

系 列

系列長

教員会議（ ５系列）

系 列

系列長

教員会議（ ５系列）

学系長

副学系長 副学系長

学系長

副学系長 副学系長

理学部

学部・研究科
（教育組織）

理学部長

副学部長 副学部長

副学部長 副学部長

理学部長

副学部長 副学部長

副学部長 副学部長

学部教授会
主として教育に関することについて
審議

①教育課程の編成及び実施
②学生の入学，卒業，在籍
③学位の授与
④学生の修学支援
⑤学生の賞罰
⑥その他

学部教授会
主として教育に関することについて
審議

①教育課程の編成及び実施
②学生の入学，卒業，在籍
③学位の授与
④学生の修学支援
⑤学生の賞罰
⑥その他

工学部

学部教授会

工学部長

副学部長副学部長副学部長

副学部長副学部長

工学部

学部教授会

工学部長

副学部長副学部長副学部長

副学部長副学部長

工学部長

副学部長副学部長副学部長

副学部長副学部長

農学部

学部教授会

農学部長

副学部長副学部長副学部長

副学部長副学部長 副学部長

農学部

学部教授会

農学部長

副学部長副学部長副学部長

副学部長副学部長 副学部長

農学部長

副学部長副学部長副学部長

副学部長副学部長 副学部長

教育予算
を配分

教員の配置等
教育に関する
要請

教育予算
を配分

教員の配置等
教育に関する
要請

教員の配置等
教育に関する
要請

教育予算
を配分

（予算管理者）

自然科学系と関係学部の例
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参考資料 19  新潟県内３国立大学の地域貢献事業概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域貢献の連携事業一覧 

種 別 実施事業 大学名 

生涯学習 県内国立大学と自治体との連携による生涯学習ネットワーク

事業 

新潟大学，長岡技術科

学大学，上越教育大学

医療・保健・

福祉 

豪雪地帯における高齢者の居宅での保健医療福祉サービス提

供システム構築事業 

新潟大学，長岡技術科

学大学，上越教育大学

コミュニティ・ビジネス創造ＮＰＯ・起業家育成支援モデル事

業 

新潟大学 

児童・生徒の学力向上推進支援事業 新潟大学 

人材養成 

現職教員支援のための総合的「学校コンサルテーション」推進

事業 

上越教育大学，新潟大

学 

総合的・戦略的産学官連携マネージメント情報支援システム 長岡技術科学大学，新

潟大学 

伝統産業のパートナーシップ化による活性化支援事業 新潟大学，長岡技術科

学大学 

地域大学の知的資源結集による食品産業高度化事業 新潟大学，長岡技術科

学大学 

産学官連携 

産学交流フェア in にいがた 長岡技術科学大学，新

潟大学，上越教育大学

地域課題 トキの野生復帰に向けた佐渡島における環境問題・保全の実践

プロジェクト 

新潟大学 

 

 

○自治体と国立大学との将来にわたる真の
パートナーシップの確立を図る
○大学全体としての地域貢献の組織的・総
合的な取組みを推進する

概 念

新潟県内３国立大学地域貢献推進体制全体図

～協議事項～
○新潟県と大学が一体となって取り組む地域
振興プラン等の策定
○新潟県と大学等が協力して行う地域の発展
のための事業
○その他新潟県と大学等との連携

地域連携推進室

地域連携推進会議

社会連携推進会議

新 潟 大 学新 潟 大 学

長岡技術科学大学長岡技術科学大学

上越教育大学上越教育大学

新潟市と大学との
連携推進協議会

上越地域教育委員会と
上越教育大学との連携
推進協議会

長岡地域連携
推進協議会

村上市，新発田市，五
泉市及び両津市と大学
との連携推進協議会
【協議中】

新潟県と県内大
学等との連携推
進協議会

連連 携携

連連 携携

連連 携携

連連 携携

連連 携携

新 潟 県

総合政策部 他
教育委員会

新潟市

総務局／企画財政局／
産業経済局／教育委員会

村 上 市
新発田市

五 泉 市
両 津 市

長 岡 市

市長／企画部／商工部／
都市整備部／教育委員会

上 越 市
柏 崎 市
糸魚川市

新 井 市

各教育委員会

○自治体と国立大学との将来にわたる真の
パートナーシップの確立を図る
○大学全体としての地域貢献の組織的・総
合的な取組みを推進する

概 念

新潟県内３国立大学地域貢献推進体制全体図

～協議事項～
○新潟県と大学が一体となって取り組む地域
振興プラン等の策定
○新潟県と大学等が協力して行う地域の発展
のための事業
○その他新潟県と大学等との連携

地域連携推進室

地域連携推進会議

社会連携推進会議

新 潟 大 学新 潟 大 学

長岡技術科学大学長岡技術科学大学

上越教育大学上越教育大学

新潟市と大学との
連携推進協議会

上越地域教育委員会と
上越教育大学との連携
推進協議会

長岡地域連携
推進協議会

村上市，新発田市，五
泉市及び両津市と大学
との連携推進協議会
【協議中】

新潟県と県内大
学等との連携推
進協議会

連連 携携

連連 携携

連連 携携

連連 携携

連連 携携

新 潟 県

総合政策部 他
教育委員会

新潟市

総務局／企画財政局／
産業経済局／教育委員会

村 上 市
新発田市

五 泉 市
両 津 市

長 岡 市

市長／企画部／商工部／
都市整備部／教育委員会

上 越 市
柏 崎 市
糸魚川市

新 井 市

各教育委員会
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参考資料 20  社会連携研究センター 

 【目的】 社会連携研究センターは，大学の社会連携戦略を構築し，本学の知的財産の

創出，管理及び応用，また，生涯学習支援，医療・健康教育など幅広い分野の

社会連携活動を支援する。 

 

 【業務】 (1) 大学の社会連携戦略の構築に関すること 

      (2) 知的財産の創出，管理及び活用に関する戦略の策定・推進に関すること 

      (3) 生涯学習支援を通じた社会連携戦略の策定・推進に関すること 

      (4) 医療・健康教育等を通じた社会連携戦略の策定・推進に関すること 

      (5) その他センターの目的を達成するための必要な業務 

 

 【組織】 (1) センター長（任期は２年，再任可） 

      (2) 専任教員（教員の任期は３年，再任可） 

      (3) その他必要な職員 

 

 

   図 20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 社会連携推進機構

地域共同研究センター

地域社会へ開かれた窓
口としての情報発信と大
学の最先端機器を利用し
た共同研究の推進、技術
相談

積雪地域災害研究セ
ンター

積雪地域、環日本海地域
における自然災害、環境
問題、防災に関する研究
と教育の実施

ベンチャー・ビジネス・
ラボラトリー

新産業創出のための独創
的な研究開発と若手研究
者に対する起業家精神の
育成

社会連携研究センター

社会連携について社会からの要請が多いが、大学の立
場からの戦略は確立していない。このため、社会連携の
戦略を構築し、知的財産の創出、管理及び活用、また、
生涯学習支援、医療・健康教育など幅広い分野の社会
連携活動を支援する。

連 携

社会連携推進機構

地域共同研究センター

地域社会へ開かれた窓
口としての情報発信と大
学の最先端機器を利用し
た共同研究の推進、技術
相談

積雪地域災害研究セ
ンター

積雪地域、環日本海地域
における自然災害、環境
問題、防災に関する研究
と教育の実施

ベンチャー・ビジネス・
ラボラトリー

新産業創出のための独創
的な研究開発と若手研究
者に対する起業家精神の
育成

社会連携研究センター

社会連携について社会からの要請が多いが、大学の立
場からの戦略は確立していない。このため、社会連携の
戦略を構築し、知的財産の創出、管理及び活用、また、
生涯学習支援、医療・健康教育など幅広い分野の社会
連携活動を支援する。

社会連携研究センター

社会連携について社会からの要請が多いが、大学の立
場からの戦略は確立していない。このため、社会連携の
戦略を構築し、知的財産の創出、管理及び活用、また、
生涯学習支援、医療・健康教育など幅広い分野の社会
連携活動を支援する。

連 携
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参考資料 21  新潟大学における教員配置のフローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全学教員定員調整委員会

組織：学長，学長が指名する理事５人，副学長，
学系長３人，副学系長６人，医歯学総合病院長，
脳研究所長，超域研究機構長，社会連携推進機構
長，学術情報基盤機構長，教育・学生支援セン
ター群長，研究支援センター群長

学

系

教

授

会

議

（教
員
選
考
の
方
針
決
定
）

⑦
教員候補者の
選考・決定

③教
員
選
考
委
員
会
の
設
置

関
係
組
織
の
長

学 長

発 令

系列教員会議

教員定員配置の発議 ① ② 教員定員の配置

教員選考委員会 ④
の選出依頼

⑤ 教員選考委員会委員
の選出

⑥ 教員候補適任者
の審査・推薦

⑧ 選考結果通知

⑧ 学系長から教員
候補者の推薦

⑧ 選考結果通知

全学教員定員調整委員会

組織：学長，学長が指名する理事５人，副学長，
学系長３人，副学系長６人，医歯学総合病院長，
脳研究所長，超域研究機構長，社会連携推進機構
長，学術情報基盤機構長，教育・学生支援セン
ター群長，研究支援センター群長

学

系

教

授

会

議

（教
員
選
考
の
方
針
決
定
）

⑦
教員候補者の
選考・決定

学

系

教

授

会

議

（教
員
選
考
の
方
針
決
定
）

⑦
教員候補者の
選考・決定

③教
員
選
考
委
員
会
の
設
置

③教
員
選
考
委
員
会
の
設
置

関
係
組
織
の
長

関
係
組
織
の
長

学 長

発 令

系列教員会議

教員定員配置の発議 ① ② 教員定員の配置

教員選考委員会 ④
の選出依頼

⑤ 教員選考委員会委員
の選出

⑥ 教員候補適任者
の審査・推薦

⑧ 選考結果通知

⑧ 学系長から教員
候補者の推薦

⑧ 選考結果通知
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参考資料 22  国立大学法人新潟大学職員任免規程（抜粋） 

（略） 

第２章 募集・採用 

(大学教育職員の採用の方法) 

第６条 大学教育職員の採用は，選考によるものとし，公募を原則とする。 

２ 前項の選考は，大学設置基準(昭和 31 年文部省令第 28 号)第 14 条から第 17 条まで

に規定する教員の資格を基準とし，所属組織に応じて別表第２に定める審議機関等

(以下「審議機関等」という。)の議に基づき学長が行う。 

３ 前項の審議機関等の審議において，当該大学教育職員の所属組織の長(教育研究院

に所属する者にあっては各学系長を，医歯学総合病院に所属する者にあっては医歯学

総合病院長を，脳研究所に所属する者にあっては脳研究所長を，超域研究機構に所属

する者にあっては超域研究機構長を，積雪地域災害研究センター及び地域共同研究セ

ンターに所属する者にあっては社会連携推進機構長を，総合情報処理センターに所属

する者にあっては学術情報基盤機構長を，保健管理センターに所属する者にあっては

教育・学生支援センター群長を，アイソトープ総合センター及び機器分析センターに

所属する者にあっては研究支援センター群長を，企画戦略本部(評価センター及び東

京事務所を含む。)，入学センター，大学教育開発研究センター，国際センター及び

広報センターに所属する者にあっては学長をいう。以下同じ。)は，本学の大学教育

職員人事の方針を踏まえ，当該審議機関等に対して意見を述べることができる。 

    （略） 

 

別表第２(第６条，第 13 条関係) 

所属組織 審議機関等 

教育研究院 各学系教授会議 

医歯学総合病院 病院管理運営委員会 

脳研究所 教授会 

超域研究機構 超域研究機構運営委員会 

保健管理センター，積雪地域災害研究センタ

ー，地域共同研究センター，総合情報処理セ

ンター，アイソトープ総合センター，機器分

析センター 

各センター運営委員会 

企画戦略本部(評価センター及び東京事務所

を含む)，入学センター，大学教育開発研究

センター，国際センター，広報センター 

学長が設置する教員選考委員会 
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参考資料 23  教育研究院の学系に対応した事務組織の改編 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事
務
部

理
学
部

事
務
部

工
学
部

事
務
部

農
学
部

事
務
部

大
学
院
自
然
科
学
研
究
科

教
育
研
究
院
に
対
応
し
た

事
務
組
織
の
ブ
ロ
ッ
ク
化

総
務
係
学
務
係

理
学
部

総
務
係
学
務
係

工
学
部

総
務
係
学
務
係

農
学
部

総
務
係
学
務
係

大
学
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自
然
科
学
研
究
科

教
育
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究
院
自
然
科
学
系

自
然
科
学
系
事
務
部

（
庶
務
係
・
会
計
係
・
研
究
支
援
係
）

平
成
１
６
年
４
月

平
成
１
７
年
４
月

事
務
部

理
学
部

事
務
部

工
学
部

事
務
部

工
学
部

事
務
部

農
学
部
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務
部

農
学
部

事
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部

大
学
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学
研
究
科
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部

大
学
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学
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科
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た
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化

総
務
係
学
務
係

理
学
部

総
務
係
学
務
係

工
学
部

総
務
係
学
務
係

工
学
部

総
務
係
学
務
係

農
学
部

総
務
係
学
務
係

農
学
部

総
務
係
学
務
係

大
学
院
自
然
科
学
研
究
科

総
務
係
学
務
係

大
学
院
自
然
科
学
研
究
科

教
育
研
究
院
自
然
科
学
系

自
然
科
学
系
事
務
部

（
庶
務
係
・
会
計
係
・
研
究
支
援
係
）

平
成
１
６
年
４
月

平
成
１
７
年
４
月
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参考資料 24  法人化を機に作成したリーフレット「ＥＡＳＹ ＮＡＶＩ」 
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参考資料 25  新潟大学第１回災害シンポジウム（平成 17 年１月 29 日）ポスター 
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参考資料 26  24 時間監視センターからセキュリティ障害の報告を受けた場合の体制 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

総
合
情
報
処
理
セ
ン
タ
ー

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
担
当
教
官
／
職
員

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
相
談
室
担
当
者

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
担
当
教
官
／
職
員

情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
担
当
教
官
／
職
員

情
報
集
約
事
務
官

フ
ァ
イ
ア

ウ
ォ
ー
ル

ア
ク
セ
ス
制
限
の

設
定
／
解
除

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
障
害
の
通
知

対
策
経
緯
の
報
告

状
況
報
告

状
況
報
告

部
局
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
委
員

（
学
科
／
専
攻
／
部
局
等
シ
ス
テ
ム
管
理
者
）

シ
ス
テ
ム
管
理
者
（
研
究
室
／
課
室
）

利
用
者
（
教
職
員
／
学
生
）

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
上
問
題

と
な
っ
て
い
る
マ
シ
ン

最
高
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
責
任
者

（
副
学
長
）

最
高
情
報
ｾｷ
ｭ
ﾘﾃ
ｨ責
任
者
補
佐

（
総
合
情
報
処
理
ｾﾝ
ﾀ
ｰ
長
）

部
局
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
責
任
者

（
部
局
長
等
、
事
務
局
長
）

法
情
報
関
係

専
門
家

外
部
委
託
業
者

（
24
時
間
監
視
セ
ン
タ
ー
）

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

か
ら
の
切
断

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
障
害
報
告

部
局
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
責
任
者
補
佐

（
部
局
シ
ス
テ
ム
管
理
者
）

情
報
集
約
事
務
官

総
合
情
報
処
理
セ
ン
タ
ー

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
担
当
教
官
／
職
員

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
相
談
室
担
当
者

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
担
当
教
官
／
職
員

情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
担
当
教
官
／
職
員

情
報
集
約
事
務
官

フ
ァ
イ
ア

ウ
ォ
ー
ル

ア
ク
セ
ス
制
限
の

設
定
／
解
除

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
障
害
の
通
知

対
策
経
緯
の
報
告

状
況
報
告

状
況
報
告

部
局
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
委
員

（
学
科
／
専
攻
／
部
局
等
シ
ス
テ
ム
管
理
者
）

シ
ス
テ
ム
管
理
者
（
研
究
室
／
課
室
）

利
用
者
（
教
職
員
／
学
生
）

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
上
問
題

と
な
っ
て
い
る
マ
シ
ン

最
高
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
責
任
者

（
副
学
長
）

最
高
情
報
ｾｷ
ｭ
ﾘﾃ
ｨ責
任
者
補
佐

（
総
合
情
報
処
理
ｾﾝ
ﾀ
ｰ
長
）

部
局
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
責
任
者

（
部
局
長
等
、
事
務
局
長
）

法
情
報
関
係

専
門
家

外
部
委
託
業
者

（
24
時
間
監
視
セ
ン
タ
ー
）

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

か
ら
の
切
断

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
障
害
報
告

部
局
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
責
任
者
補
佐

（
部
局
シ
ス
テ
ム
管
理
者
）

情
報
集
約
事
務
官
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参考資料 27  新潟大学全学同窓会連絡協議会広報誌 第１号（抜粋） 

 

 




